2016年11 月2日

大阪府知事

松井　一郎　様

自治労大阪府職現業労働組合

執行委員長　松田茂雄
労働条件及び職場環境等に関する要求について

　日頃の地方自治確立に向けた取り組みと、大阪府と府現労における現業職のあり方について真摯に議論を重ねてきた当局の対応に敬意を表します。

　私たち自治労大阪府職現業労働組合に結集する組合員は、公務を民主的かつ能率的に運営すべき責務を深く自覚し、全体の奉仕者として誠実かつ公正に職務を遂行すべく日々奮闘致しております。

　地方分権の下での自治体に求められるものは、地域に密着し、多様化する住民のニーズに即応できる柔軟性を備えながら、地域の実態に即した政策を展開することであります。現場の最前線で働く私たち現業職員の持つ専門性、すなわち蓄積されたノウハウあるいは現場感覚を活用することが組織運営ならびに、直接的な公共サービスに必要不可欠です。

　公務員としての総合性を継続的に研鑽することを前提に、現場の持つ専門性をいかんなく発揮し、府民福祉・公共サービスの向上に寄与すべく職務に邁進できる現業職場確立のため、自らの労働条件について下記の要求を行いますので誠意をもって対応されたい。

記

1. 従前からの労使慣行を尊重し、労働条件の改変については事前協議制を尊重し、遅滞なく協議を行い、一方的実施は行わないこと。

2. 現業職員のもつ地公法上の団体交渉権、協約締結権を尊重するとともに、交渉で確認した事項については当局において遵守すること。

要望事項
・地方独立行政法人大阪府立病院機構と大阪府立病院機構労働組合連合会、地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所と自治労大阪府立産業技術総合研究所労働組合及び地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所と自治労大阪府立環境農林水産研究所労働組合の勤務・労働条件等の協議が誠実に行われるよう協力すること。
3. アウトソーシングにより勤務労働条件に変更が生じる場合には事前に組合と協議すること。
要望事項

・「技能労務職のあり方」で打ち出されたアウトソーシング実施を検討する段階で、それぞれの職場の状況・特殊性を考慮すること。その際には組合に対し民間で実施した方が効率的かつ効果的に実施できる業務・サービスであることを具体的な指標を持って示すこと。

・委託した職場については公共サービスの水準維持や向上を図るため、業務運営が適正になされているか、労使によるチェック体制を確立すること。
4. 現業職員の業務実態が、技能労務職給料表が適用される業務範囲を逸脱していることがないか点検し、逸脱している実態があるのであれば如何なる方法を以て対応するのかを検討し、労使での協議で建設的な解決策を図ること。
要望事項

　　・地公法第57条の「単純労務」規定については、すでに多くの現業職場で行われている業務実態にそぐわないものとなっており、府民サービスを踏まえた現業職員のあり方を早急に検証する必要が生じていることから、現業職員に対する新しい職制・職階への任用、またそれに伴う報酬等の格付けを直ちに実施すること。また、これまでの現業職場で実施されてきた業務を再検証し、行政の福祉化の観点から係る法整備を実施しながら「単純労務」規定に沿う障がい者或いは高齢者等の雇用を促進していくこと。そのうえで必要となる組織体制を再構築し、効率的・効果的な行政サービスが実施できる人員の確保及び職制への登用を実施すること。
5. 技能労務職給料表2級及び3級の最高号給での滞留問題を解消すること。

要望事項

・現時点での給与上での措置のみを講じた回答ではなく（昇給や任用）、滞留する原因を示した解消策を講じた回答をすること。
6. 技能労務職給料表3級の水準を引き上げること。
要望事項

・大阪府は国に準じた独自給料表を使用している。そのことを踏まえた回答をすること。

7. 副主査制度についての職務段階別加算は、1990年の人事委員会勧告に基づき実施されたものである。現在の副主査の職務・職責を再確認し見直すこと。
8. 現業職から一般行政職等への任用替えに於いては、非現業業務や人間関係に戸惑い、精神的ケアが必要になる程に事態が深刻化している事例がある。任用替え対象者のメンタルヘルス対策を引き続き講ずること。

9. 労働基準法36条の趣旨を遵守し時間外勤務の縮減を図ること。

10. 相対評価制度は人事評価制度の趣旨目的である、職員の資質、能力、執務意欲の向上を図ることにつながるのか疑問である。アンケート等により絶えず検証を行い、多くの問題点がある事実を受け止めた誠実な対応が必要である。また、引き続き5原則（公平・公正、透明性、客観性、納得性、合目的性）2要件（労使協議制度の確立・苦情処理機関の設置）の確立に向け弛まなく制度改革を図り続けることが求められる。よって、評価制度の趣旨どおり行うことはもとより、相対評価結果の給与反映を行わないこと。
11. 現在検討されている（仮称）動物愛護センターの設置に伴う犬管理指導所における野犬の捕獲業務等の変更など、組織改編に伴う勤務労働条件の変更は協議事項であり、事前協議制を遵守すること。

要望事項

・動物愛護センター（仮称）の設置方法も踏まえた対応方法を、職場の意見を十分に反映し考慮すること。

・野犬の捕獲業務等の業務内容の本質を確認し、現業職員での専門性（知識・経験）や柔軟性（時間外対応・突発性対応）でしか対応できない地域住民に対する安心と安全の確保と維持に努めること。
12. 庁用自動車等は、点検・整備に努めるなど職場運営の充実と環境の安全を図ること。
要望事項

大手前庁舎と咲洲庁舎間のシャトルバスの運行という利便性と経済性の効果にも貢献し、それに加えて、知事等専用車運転業務などは、安全確保や高度な守秘義務が課せられる業務である。それらを考慮した運営体制を図ること。
13. 本庁舎（大阪府公館含む）に係る事案については、労働条件の変更が伴う場合は、速やかに協議すること。

要望事項

・施設の新・改装に伴う、業務のあり方については、基本構想の段階から情報提供を行うこと。
・咲洲庁舎に於ける勤務・労働条件については、十分な協議を行うこと。
・大阪府公館開放にかかる一連の事業を十分に把握し、その社会的必要性や現業職員の業務のあり方を再検証しながら、人員及び予算等必要な措置を講じること。

14. 現業職場の業務内容の点検を行い、適正な人員の配置および職場環境の改善を行い、暫定不補充となっている職場は速やかに正規職員で補充し、欠員については当該年度内に完全補充することなどにより、過重労働とならない対策を講じること。また、行政職への任用替えにより欠員となった職場では代替要員として嘱託職員や非常勤職員が配置されているが、残る現業職員への負担が大きくなっているため、速やかに正規職員を補充するなど勤務労働条件改善に向けた必要な措置を確保すること。

要望事項

・新規事業計画や業務増が予定されている部署については全体像を明らかにし、それに対する定数の増員や職員配置などについて対応すること。

・新規事業や業務増が見込まれる職場への対応として、大阪府行財政計画や財政危機を理由に、既存職場からの人員の内部捻出、定数の見直しを伴う場合は、理由を付して提案・説明し職場ごとの対応を行うこと。

・庁舎保全グループ機械職場において、組合と協議し決定した業務内容が協議無しでの変更案が出たことに対しての把握に努め、以後このような事態が起こらぬように周知すること。加えて、保全グループ全体の安全管理を徹底した運営を行うこと。
・「技能労務職のあり方」により、直営で存置が打ち出された職種の存置する理由には、緊急対応など行政で行う必要のある業務や、障がい者雇用など府の政策判断により実施する業務と明記されているが、職種は出先機関の電話業務しか無いのが実態である。他職種においても障がい者雇用をできる職種育成に努め、幅広く障がい者雇用を図ること。また、守衛職に於いては支援学校生徒等への就労支援職場体験実習を5年に渡り継続と発展を続けている。その実情に鑑みた障がい者雇用施策を守衛職場はじめとする様々な現業職場で検証を行い、体制整備を講じること。
15. 再任用制度の運用にあたって、勤務・労働条件については関係職場の状況等を踏まえ適切に対応すること。
16. 各職場において、労基法に抵触する恐れがある場合や、コンプライアンス違反に抵触することが危惧される場合は、速やかに業務改善を行うなど、勤務労働条件の改善を図ること。

17. 職場ごとの労使協議結果をもとに、単組団体交渉で最終的に合意を得ることが原則である。妥結までの間に勤務・労働条件等について見切り発車がないよう対応すること。

18. 新規事業計画や業務増が予定される場合は、勤務・労働条件に影響する場合には速やかに協議を行うこと。

19. 現業職場及び休養室の環境改善を行うこと。

20. 業務実態に対応した被服等が貸与できるよう措置を講ずること。

21. 職場及び職務別の労働安全衛生対策を図り、心身の健康の保持・増進と疾病予防のため健康診断（人間ドック含む）の充実やメンタルヘルス予防の対策、研修・講習をさらに充実するとともに、指曲がり症や腰痛検査等については対象職員を拡大すること。また、労働安全衛生規則第６３３条、第６３４条の趣旨を踏まえて対応すること。

22. 現業職員の健康管理に留意した勤務・労働条件の改善を図ること。

要望事項

・業務の効率化につながる需用費等の必要な予算措置は、職員の健康管理の観点からも適切に対応を行うこと。

23. ゆとりある豊かな時代に相応しい休暇制度を確立すること。また、2010年10月より1日の勤務時間が7時間45分へ15分間短縮されたが、グローバルな視点を持って更なる総合的労働時間の短縮1日の勤務時間を7時間30分、1週の勤務時間を37時間30分に向けた取り組みを促進すること。

24. 有害物質等が府有施設内に現存しているか調査し、現存していた場合は理由を付して説明し、なおかつ従事している職員の健康管理や今後の対応策について必要な措置を講ずること。

要望事項

・各現業職場の安全衛生委員を定期的に開催し、現業職員の意見を反映すること。また、実施状況を各部局で取りまとめ報告すること。

25. 現業職員の定年年齢を６５年とし、勤務労働条件の整備を図ること。

以　上
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